
講義・演習概要 

（シラバス）

税務専門課程 

会計コース 第４１期 

【令和５年７月５日～10月４日】 



区分 番号 課目 担当講師 頁

１　総合教養科目

1-2 卒業生講話 上地　聡 沖縄県宮古島市環境衛生局下水道課　課長補佐 1

２　税法課目

2-1 租税法総論 佐藤　英明 慶應義塾大学大学院法務研究科教授 2

2-2 地方税法 渋谷　雅弘 中央大学法学部教授 4

所得税法 吉田　美由紀 税務大学校教授

法人税法 寺尾　卓 税務大学校教授

国税徴収法 関川　進 税務大学校教授

消費税法 井筒　宜徳 税務大学校教授

３　税法関連課目

3-1 地方税制の課題 池田　達雄 総務省自治税務局長 6

3-2 会社法 山本　爲三郎 慶應義塾大学名誉教授 7

3-3 租税に係る行政不服審査等 髙橋　　 滋 法政大学法学部教授 8

3-4 今後の地方税財政改革の展望 青木　宗明 神奈川大学経営学部教授 9

４　会計学、簿記論

4-1 会計学総論 村井　秀樹 日本大学商学部教授 10

4-2 会計学各論１ 村井　秀樹 日本大学商学部教授 11

4-3 会計学各論２ 山崎　雅教 大東文化大学経営学部教授 12

4-4 商業簿記Ⅰ 宮田　富美代 公認会計士、青山学院大学大学院国際マネジメント研究科非常勤講師 14

4-5 商業簿記Ⅱ 村田　英治 日本大学商学部教授 15

4-6 商業簿記Ⅲ 柳田　清治 横浜商科大学名誉教授 16

4-7 工業簿記・原価計算 髙橋　史安 日本大学特任教授 17

５　経営分析

5-1 経営分析 青木　茂男 茨城キリスト教大学名誉教授 18

６　公会計関連科目

6-1 企業会計と公会計 菅原　正明 公認会計士・税理士 19

6-2 財務書類の作成実務 鈴木　　 豊 公認会計士・税理士、青山学院大学名誉教授 20

７　演習

7-1 財務書類の作成演習 鈴木　　 豊 公認会計士・税理士、青山学院大学名誉教授 20

横山　和夫 公認会計士・税理士、元東京理科大学経営学部教授

神田　聖人 税理士

門田　隆太郎 公認会計士・税理士

7-3 工業簿記演習 大藪　卓也 公認会計士・税理士 22

7-4 財務諸表論演習 青木　隆 日本大学商学部専任講師 23

税務専門課程会計コース第４1期　シラバス一覧
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講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程会計コース第４１期（令和４年７月５日～１０月４日） 

課 目 名 1-2 卒業生講話

時 限 数 １時限 

担 当 講 師 上地 聡 

ね ら い 

自治大学校での生活と修了試験への取り組み方について、昨年度の私自身の体

験と振り返りの感想について講話し、今年度の研修生活に活かしていただきた

い。

講 義 概 要 

・自治大学校での生活について

・修了試験に向けて

・研修を終えて

受講上の注意 

使 用 教 材 
・パワーポイント資料配付予定

効 果 測 定 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程会計コース第４１期（令和５年７月５日～１０月４日） 

課 目 名 2-3 所得税法・法人税法・消費税法・国税徴収法

時 限 数 

21時限 

・所得税法６時限

・法人税法６時限

・消費税法３時限

・国税徴収法６時限

担 当 講 師 

吉田 美由紀 （所得税法） 

寺尾 卓 （法人税法） 

関川 進 （消費税法） 

井筒 宜徳 （国税徴収法） 

ね ら い 

税務を担当する職員として、税に関する専門的知識・能力を習得するため、所

得税法、法人税法、消費税法及び国税徴収法について規定や特色の理解を深め

ることをねらいとする。 

講 義 概 要 

【所得税法】 

所得税法の概要と仕組みを中心として、所得区分から税額計算までの流れを

解説するとともに、演習問題を通じて申告書作成までを講義する。 

【法人税法】 

法人事業税、地方法人税等の課税標準となる法人所得や法人税額の算出方法

について、その根拠法である法人税法に規定する基本的な事項及び実際の課税

所得の算出に至る仕組等について解説する。 

【消費税法】 

消費税法の概要と仕組みを中心として、演習問題を通じて税額計算までの流

れについて講義する。 

【国税徴収法】 

国税徴収法の基本的な事項について解説するとともに、租税徴収制度の具体

的な適用についての理解を深める。 

受講上の注意 

使 用 教 材 
・各税務大学校講本（国税庁 HP掲載）・各講義レジュメ

効 果 測 定 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程会計コース第４１期（令和５年７月５日～１０月４日） 

課 目 名 3-1地方税制の課題

時 限 数 1時限 

担 当 講 師 
総務省自治税務局長 池田 達雄 

ね ら い 

地方公共団体の税務職員として必要な税務に関する専門的知識・能力を習得す

るとともに、地方税の各税目に関する基本的事項、地方税制改正の概要等、最

近の地方税制を巡る動きを踏まえ、今後どのような課題に取り組む必要がある

か、大きな方向性を理解することをねらいとする。 

講 義 概 要 

・地方税制をめぐる現状等

・地方税務手続のデジタル化

・主な地方税の概要等

個人住民税、地方法人課税、地方消費税、固定資産税、車体課税 

受講上の注意 
なし 

使 用 教 材 
独自資料 

効 果 測 定 
なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程会計コース第４１期（令和５年７月５日～１０月４日） 

課 目 名 3-3 租税に係る行政不服審査等

時 限 数 ４時限 

担 当 講 師 

髙橋 滋（たかはし しげる） 

法政大学法学部教授（行政法、地方自治法、環境法） 

昭和６１年 一橋大学大学院博士後期課程満期退学 

昭和６１年 徳島大学専任講師、同助教授 

平成 ２年 一橋大学助教授、同教授、一橋大学大学院法学研究科教授（ 

国際・公共政策大学院長、副学長を歴任） 

平成２８年 現職 

現在、地方分権改革有識者会議座長代理、最高裁判所情報公開・個人情報保護審

査委員会長、東京都行政不服審査会長 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・能

力を習得するため、地方税争訟制度の概要及び行政不服審査制度との関係につ

いて学ぶ。 

講 義 概 要 

Ⅰ 税務争訟とは 

Ⅱ 地方税務争訟制度(行政不服審査法)の概要 

① 狭義の行政争訟の意義と性格 ② 不服申立事項 ③ 種類と要件

④ 教示制度 ⑤ 審理手続 ⑥ 仮の権利保護 ⑦ 裁決又は決定

Ⅲ 地方税務争訟の改正動向 

① 改正の経緯 ② 改正の概要

③ 行政手続法の改正 ④ 整備法の概要(地方税法を中心に)

Ⅳ 行政不服審査制度改革の意義と課題 

受講上の注意 テキストはありません。配付資料を用いますので、それをよく読んで下さい。

使 用 教 材 配付資料を用います。 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
特に、ありません。 

8



講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程会計コース第４１期（令和５年７月５日～１０月４日） 

課 目 名 3-4 今後の地方税財政改革の展望

時 限 数 ２時限 

担 当 講 師 

神奈川大学経営学部教授 青木 宗明（あおき むねあき） 

＜プロフィール＞ 

法政大学経済学部、同大学院博士課程、フランス留学を経て 1997 年より現

職。財政学・租税論を講義しつつ、研究の専門はフランス地方税財政の実証分

析。自治体の各種の委員会や自治体シンクタンクのチーフを勤める等、地方自

治の現場も熟知している。また法定外税など独自課税への関わりも深く、宿泊

税、横浜みどり税、宮島訪問税等の創設にかかわってきた。著作に『国税・森

林環境税－問題だらけの増税－』『苦悩する農山村の財政学』『現代の地方財政』

『財政学』など。 

ね ら い 

この講義は、メディアで報道される「表層」に惑わされずに、物事の「本質」

を見抜く修練の 1 つとしたい。具体的には、今後の地方税財政制をどうするべ

きか、何が問題点で、その課題をいかに克服するべきかを、受講生自らに考え

てもらうことを目的とする。 

講 義 概 要 

第 1限は、まず最初に地方税財政の最近の動向を把握し、いかなる現状に我々

がいるのか認識する。次に第２限への準備として、地方財政システムにおける

「車の両輪」である地方税と地方交付税について、伝統的な理論を改めて根本

から理解する。 

第 2限は、第 1限の知見を土台にして、地方税財政における現時点で最大の争

点、すなわち「地方税の国税化・譲与税化」「自治体間の水平的な財政調整」

を深掘りする。この争点をいかなる視点から見るか、どのように評価するかに

ついて、様々な見解を認知する。その上で、争点をどのように解決してゆくべ

きか、受講生各自に考えてもらう。 

受講上の注意 

地方税の争点や疑問点について、自分自身で考えられるようにするため、また

多様な意見が存在することを体感するために、受講者に意見表明やコメントを

求めたい。できるだけ多くの質問を投げかけるので、集中力を持って楽しんで

いただきたい。 

使 用 教 材 当日に提示するレジュメ・資料 

効 果 測 定 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程会計コース第４１期（令和５年７月５日～１０月４日） 

課 目 名 4-1 会計学総論

時 限 数 ８時限 

担 当 講 師 

日本大学商学部教授 村井 秀樹（むらい ひでき）

＜プロフィール＞

１９９２年３月  日本大学大学院商学研究科博士後期課程満期退学

１９９２年４月  日本大学商学部専任講師

１９９６年３月～１９９８年３月 カナダ・ウォータール大学客員研究員

２００４年１０月 日本大学商学部教授

２００６年９月  ポーランド・ウッジ大学招聘教授 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・

能力を習得するため、損益計算書を通して企業の会計期間の経営成績を適切に

把握する方法について学ぶ。 

講 義 概 要 

本講義では、財務会計の機能と制度、利益計算の仕組み、会計理論と会計基

準、利益測定と資産評価の基礎概念という、財務会計の最も重要な基礎理論に

ついて着実に学習する。

本講義の具体的内容は、下記のとおりである。

◆財務会計の機能、◆企業会計への法規制、◆複式簿記の構造、◆損益法と財

産法、◆企業会計原則の一般原則、◆実現主義、現金主義、発生主義、◆資産

の評価基準

受講上の注意 

・ 簿記の基礎知識として、日商簿記２級以上のレベルは必要である。

・ 講義内容に関連した補足資料や新聞記事等を配布する予定であるが、講義

時間内にはすべて説明できないので、自主的に読んでおくこと。

使

用

教

材

教科書 桜井久勝『財務会計講義 （第２４版）』中央経済社 ２０２３年３月 

参考図書 
講義レジュメ（その他、新聞記事を配布する） 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 
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講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程会計コース第４１期（令和５年７月５日～１０月４日） 

課 目 名 4-2 会計学各論１

時 限 数 １６時限 

担 当 講 師 

日本大学商学部教授 村井 秀樹（むらい ひでき）

＜プロフィール＞

１９９２年３月  日本大学大学院商学研究科博士後期課程満期退学

１９９２年４月  日本大学商学部専任講師

１９９６年３月～１９９８年３月 カナダ・ウォータール大学客員研究員

２００４年１０月 日本大学商学部教授

２００６年９月  ポーランド・ウッジ大学招聘教授 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・

能力を習得するため、損益計算書を通して企業の会計期間の経営成績を適切に

把握する方法について学ぶ。 

講 義 概 要 

本講義では、貸借対照表の資産項目ならびに損益計算書における売上高と収

益の認識基準について、理論的な観点からわかりやすく解説をする。これらの

中には、現在、国際的にも大きな問題となっている、デリバティブ会計、減損

会計、リース会計、無形固定資産の評価等の問題が含まれている。各問題点の

位置づけを明確にすることが重要である。

本講義の具体的内容は、下記のとおりである。

◆現金預金と有価証券の範囲と区分、デリバティブとヘッジ会計、キャッシュ・

フロー計算書、◆収益の新認識基準、貸倒引当金、◆棚卸資産の範囲と区分、

払出単価の決定、棚卸資産の期末評価、◆減価償却と減損会計の相違点、リー

ス会計、◆無形固定資産の範囲と償却、繰延資産の種類と資産性、臨時巨額の

損失の繰延 

受講上の注意 

・ 簿記の基礎知識として、日商簿記２級以上のレベルは必要である。

・ 講義内容に関連した補足資料や新聞記事等を配布する予定であるが、講義

時間内にはすべて説明できないので、自主的に読んでおくこと。

使

用

教

材

教科書 桜井久勝『財務会計講義 （第２４版）』中央経済社 ２０２３年３月 

参考図書 
講義レジュメ（その他、新聞記事を配布する） 

効 果 測 定 なし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

なし 
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講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程会計コース第４１期（令和５年７月５日～１０月４日） 

課 目 名 6-1 企業会計と公会計

時 限 数 ２時限 

担 当 講 師 

公認会計士・税理士 菅原正明（すがはら まさあき） 

＜プロフィール＞ 

1991年 3月 関西学院大学経済学部卒業 

1993年 10月 監査法人トーマツ大阪事務所入所 

2002年 3月 監査法人トーマツ大阪事務所退所 

2002年 6月 菅原正明公認会計士事務所開設 

2008年 6月 総務省「地方公会計の整備促進に関するﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ」委員 

2010年 9月 総務省「今後の新地方公会計の推進に関する研究会」委員 

2014年 5月 総務省「今後の新地方公会計の推進に関する実務研究会」委員 

2015年 4月 関西学院大学人間福祉学部非常勤講師 

2016年 4月 総務省「地方公会計の活用のあり方に関する研究会」委員 

2017年 10月 総務省「地方公会計の活用の促進に関する研究会」委員 

2018年 6月 総務省「地方公会計の推進に関する研究会」委員 

2018年 8月 総務省「セグメント分析に関するワーキンググループ」委員 

2019年 6月 総務省「地方公会計の推進に関する研究会（令和元年度）」委員 

2020年 9月 大阪府門真市代表監査委員 

2022年 7月 総務省「今後の地方公会計のあり方に関する研究会」委員 

2022年 11月 総務省「統一的な基準の検証に関するﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ」委員 

ね ら い 

新地方公会計を理解する上では、企業会計との相違を比較することが有効であ

る。よって本科目においては、企業会計と公会計の相違点を確認することによ

り、地方公会計の考え方や様式への理解を深めることをねらいとする。 

講 義 概 要 

総務省から平成 26年 4月に公表された「今後の新地方公会計の推進に関する研

究会報告書」、平成 27 年 1 月に公表された「統一的な基準による地方公会計マ

ニュアル」（令和元年 8月改訂）に基づき、下記の項目を中心に概括的な解説を

する。 

１． 地方公会計制度の背景の理解 

２． 財務書類 4表の様式の確認 

３．管理会計の範囲の相違 

受講上の注意 使用教材を事前に読んでもらうことが望ましい。 

教
材

教科書 「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（令和元年 8月改訂版） 

参考図書 

効 果 測 定 

そ の 他 

(他の課目との関連) 
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講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程会計コース第４１期（令和５年７月５日～１０月４日） 

課  目  名  
6-2 財務書類の作成実務

7-1 財務書類の作成演習

時  限  数  
財務書類の作成実務 ２時限 

財務書類の作成演習 ２時限 

担 当 講 師 公認会計士・税理士、青山学院大学名誉教授 鈴木 豊（すずき ゆたか） 

ね  ら  い  
新地方公会計統一基準（マニュアル）による財務書類の作成実務の留意点と

作成の演習及び財務書類の見方と活用についての理解。 

講 義 概 要 

統一的な基準による地方公会計マニュアルに基づき、貸借対照表・行政コス

ト計算書・純資産変動計算書等を作成する基準とプロセスの実務的な留意点に

ついて演習と解説を行う。 

第１回：貸借対照表・行政コスト計算書等の作成と基準の趣旨・内容

第２回： 〃 

第３回：事業別の貸借対照表・行政コスト計算書の作成演習と財務分析演習

第４回： 〃 

受講上の注意 
・事前の地方公会計基準の学習と予習をしておくこと

・演習問題形式により自ら財務書類を作成してもらう
使
 用

 教
 材

 

教科書 
・演習レジュメ

・総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（令和元年８月）

参考図書 

効 果 測 定 
なし 

そ  の  他  

(他の課目との関連) 

公会計関連科目 

20



21



A B
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講義・演習概要（シラバス）

税務専門課程第４１期（会計コース）（令和５年７月５日～１０月４日） 

課 目 名 財務諸表論演習 

時 限 数 
オリエンテーション１時限

財務諸表論 A １８時限 財務諸表論 B １８時限 

担 当 講 師 

日本大学商学部専任講師 青木 隆 

＜プロフィール＞ 

平成 19年 3月 日本大学大学院商学研究科博士後期課程満期退学 

平成 22年 4月 中央学院大学商学部専任講師 

平成 24年 4月 日本大学商学部非常勤講師 

平成 28年 4月 日本大学商学部専任講師（現在に至る） 

令和元年 4月 日本大学通信教育部兼任講師（現在に至る） 

ね ら い 

地方公共団体の上級税務職員として必要な税務会計等に関する専門的知識・

能力を習得するため，財務諸表論の諸問題について，集団討議の方法を通じて

多角的な考察を行い，簿記・会計学に関する理解の徹底を図るとともに，判断

力，表現力等を養成し，併せて会議運営技術，協調性等についても学ぶ。

講 義 概 要 

財務諸表論演習 A では，現代における財務諸表論の諸問題を理論的に検討

し，実際に財務諸表を作成する技術を身につける。また，理論的な検討や財務

諸表作成技術の習得にあたり生ずる問題意識について，討議を通じて深めてゆ

く。

－実施スケジュール－

・７月７日（金）オリエンテーション

・７月１０日（月）① 財務会計の機能と制度

② 利益計算の仕組み①

③ 会計理論と会計基準

・７月２４日（月）① 利益測定と資産評価の基礎概念

② 現金預金と有価証券

③ 売上高と売上債権

・７月２５日（火）① 棚卸資産と売上原価

② 有形固定資産と減価償却

・８月９日（水） ① 無形固定資産と繰延資産

② 負債

③ 株主資本と純資産①

・８月２９日（火）① 株主資本と純資産②

② 財務諸表の作成と公開

・８月３０日（水）① 連結財務諸表①
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② 連結財務諸表②

③ 連結財務諸表③

・９月８日（金） ① 外貨建取引等の換算

② 総括

受講上の注意 
特になし 

使 用 教 材 

桜井久勝『財務会計講義』〔第 24版〕中央経済社 2023年

（参考）『新版 会計法規集（第 12版）』中央経済社 2021年 

（参考）『会計監査六法 2023年版』日本公認会計士協会出版局 2023年 

効 果 測 定 
特になし 

そ の 他 

(他の課目との関連) 

・商業簿記Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

・商業簿記演習 A
・会計学総論・貸借対照表論・損益計算書論など
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